
（法人単位）

予算額 決算額 差　　額 備　　　　　　　　考

336,755,000 336,755,000 0

0 12,722,610 12,722,610 会議室等の売却が24年度に実施されたため、売却日までの貸出実績が生じたこと等による。

1,815,000 1,152,942,593 1,151,127,593 不要財産の売却収入が生じたこと等による。

56,900,000,000 54,995,018,000 △ 1,904,982,000 施設費貸付事業費の執行額について、入札の結果がその見込を下回ったこと等による。
78,527,476,000 78,530,460,560 2,984,560 繰上償還が発生したこと等による。
17,027,226,890 16,238,245,156 △ 788,981,734 実際の貸付金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。

5,100,000,000 5,100,000,000 0

366,688,292 347,347,037 △ 19,341,255 予算作成後の地価の下落に伴い、国立新美術館が見込以上に土地を購入した結果、貸付面積が減少したこ
と等による。

536,447,000 275,243,422 △ 261,203,578 国立大学法人等の財産処分が見込を下回ったことによる。

0 14,196,157 14,196,157 資金運用の結果による。

0 14,038,172 14,038,172 施設費貸付事業において、国立大学法人から違約金を徴収したこと等による。

158,796,408,182 157,016,968,707 △ 1,779,439,475

158,962,000 100,419,592 △ 58,542,408

90,900,000 72,910,586 △ 17,989,414 事業廃止により減員となったこと等による。

31,699,000 27,509,006 △ 4,189,994 経費の削減を図ったことによる。

36,363,000 0 △ 36,363,000 退職手当の支給が不要となったことによる。

一般管理費 179,608,000 139,103,872 △ 40,504,128

80,601,000 69,446,124 △ 11,154,876 欠員補充ができなかったことによる。

94,880,000 65,635,828 △ 29,244,172 経費の削減を図ったことによる。

4,127,000 4,021,920 △ 105,080 退職手当法の改正により、支給額が減ったことによる。

産学協力事業費 0 15,959,830 15,959,830 会議室等の売却が24年度に実施されたため、売却日までの維持管理費が生じたこと等による。

その他の支出 0 1,130,748,638 1,130,748,638 不要財産に係る国庫納付及び売却収入に係る消費税の支払いが生じたことによる。
55,371,098,000 53,466,116,000 △ 1,904,982,000 施設費貸付事業費の執行額について、入札の結果がその見込を下回ったこと等による。
5,600,000,000 5,469,434,090 △ 130,565,910 施設費交付事業として文部科学大臣が定めた額が見込を下回ったこと等による。

80,056,878,000 80,059,862,560 2,984,560 繰上償還を行ったこと等による。
16,763,628,295 15,813,163,697 △ 950,464,598 実際の借入金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。

99,941,022 95,365,948 △ 4,575,074 固定資産税が見込を下回ったこと等による。
13,474,545 13,474,545 0

249,624,638 209,858,979 △ 39,765,659 第7回センター債券の金利が見込を下回った結果、支払い債券利息が減少したことによる。

158,493,214,500 156,513,507,751 △ 1,979,706,749
　[注記]　１．損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要
　　　　　　　　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、人件費として計上されているが、決算報告書上では各事業費に表示されており、その概要は以下のとおりである。

5,085,594 円
7,300,843 円

長期貸付金等受取利息

決　　算　　報　　告　　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

区　　　　　　　　分

【収入】

運営費交付金

産学協力事業収入

雑収入

長期借入金等
長期貸付金等回収金

人件費

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

その他の収入

計

【支出】

センター事業費

人件費

物件費

退職手当

　　　　　　　　　一般管理費

物件費

退職手当

施設費貸付事業費
施設費交付事業費
長期借入金等償還
長期借入金等支払利息
租税公課等
債券発行諸費

債券利息

計

　　　　　　　　　センター事業費



（一般勘定）

予算額 決算額 差　　額 備　　　　　　　　考

336,755,000 336,755,000 0

0 12,722,610 12,722,610
会議室等の売却が24年度に実施されたため、売却日までの貸出実績が生じたこと等に
よる。

1,815,000 1,152,942,593 1,151,127,593 不要財産の売却収入が生じたこと等による。

338,570,000 1,502,420,203 1,163,850,203

158,962,000 100,419,592 △ 58,542,408

90,900,000 72,910,586 △ 17,989,414 事業廃止により減員となったこと等による。

31,699,000 27,509,006 △ 4,189,994 経費の削減を図ったことによる。

退職手当 36,363,000 0 △ 36,363,000 退職手当の支給が不要となったことによる。

一般管理費 179,608,000 139,103,872 △ 40,504,128

人件費 80,601,000 69,446,124 △ 11,154,876 欠員補充ができなかったことによる。

物件費 94,880,000 65,635,828 △ 29,244,172 経費の削減を図ったことによる。

退職手当 4,127,000 4,021,920 △ 105,080 退職手当法の改正により、支給額が減ったことによる。

0 15,959,830 15,959,830
会議室等の売却が24年度に実施されたため、売却日までの維持管理費が生じたこと等
による。

0 1,130,748,638 1,130,748,638 不要財産に係る国庫納付及び売却収入に係る消費税の支払いが生じたことによる。

338,570,000 1,386,231,932 1,047,661,932

　[注記]　損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要

　　　　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、人件費として計上されているが、決算報告書上では物件費に表示されており、その概要は以下のとおりである。

　　　　　　センター事業費 5,085,594 円
　　　　　　一般管理費 7,300,843 円

産学協力事業収入

決　　算　　報　　告　　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

区　　　　　　　　分

【収入】

運営費交付金

物件費

産学協力事業費

その他の支出

計

雑収入

計

【支出】

センター事業費

人件費



（施設整備勘定）

予算額 決算額 差額 備考

56,900,000,000 54,995,018,000 △ 1,904,982,000 施設費貸付事業費の執行額について、入札の結果がその見込を下回ったこと等によ
る。

78,527,476,000 78,530,460,560 2,984,560 繰上償還が発生したこと等による。

17,027,226,890 16,238,245,156 △ 788,981,734 実際の貸付金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。

5,100,000,000 5,100,000,000 0

366,688,292 347,347,037 △ 19,341,255 予算作成後の地価の下落に伴い、国立新美術館が見込以上に土地を購入した結果、貸
付面積が減少したこと等による。

536,447,000 275,243,422 △ 261,203,578 国立大学法人等の財産処分が見込を下回ったことによる。

0 14,196,157 14,196,157 資金運用の結果による。

0 14,038,172 14,038,172 施設費貸付事業において、国立大学法人から違約金を徴収したこと等による。

158,457,838,182 155,514,548,504 △ 2,943,289,678

55,371,098,000 53,466,116,000 △ 1,904,982,000 施設費貸付事業費の執行額について、入札の結果がその見込を下回ったこと等によ
る。

5,600,000,000 5,469,434,090 △ 130,565,910 施設費交付事業として文部科学大臣が定めた額が見込を下回ったこと等による。

80,056,878,000 80,059,862,560 2,984,560 繰上償還を行ったこと等による。

16,763,628,295 15,813,163,697 △ 950,464,598 実際の借入金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。

99,941,022 95,365,948 △ 4,575,074 固定資産税が見込を下回ったこと等による。

13,474,545 13,474,545 0

249,624,638 209,858,979 △ 39,765,659 第7回センター債券の金利が見込を下回った結果、支払い債券利息が減少したことによ
る。

158,154,644,500 155,127,275,819 △ 3,027,368,681

その他の収入

決　　算　　報　　告　　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

区分

【収入】

長期借入金等

長期貸付金等回収金

長期貸付金等受取利息

財産処分収入

財産賃貸収入

財産処分収入納付金

有価証券利息

租税公課等

債券発行諸費

債券利息

計

計

【支出】

施設費貸付事業費

施設費交付事業費

長期借入金等償還

長期借入金等支払利息




